
過疎地域における運転者不足に対応した公共交通システム維持・運営手法の検討 

 

名古屋大学 学生会員 ○永田臨 名古屋大学 正会員 加藤博和 

               

1. はじめに 

我が国では 2000 年代以降，生産年齢人口の減少に伴

う労働力の減少が続いており，特に 2013年以降あらゆ

る産業で人手不足問題が顕在化している．中でも運輸

業，特に地方の路線バスにおいては近年，「東日本大震

災からの復興や東京オリンピック・パラリンピック関

連の工事で高い給与が得られるトラック運転者への転

職」「高い給与を得られる都市部の大手バス会社への転

職」「地域の少子高齢化に伴う労働力そのものの減少」

という三重苦によって深刻な運転者不足に悩まされて

いる．最近では，運転者不足に伴って路線バスが減

便・運休となる地域が見られるようになり，「バスを走

らせたいのに運転者不足の為に走らせられない」とい

う状態(表-1)が各地で顕在化している 1)． 

 

一方で，路線バスを含めた地域公共交通について

は，2007 年に地域公共交通活性化・再生法が施行され

て以降，各地で改善へ向けた取組が見られるようにな

り 2)，従前言われてきた右肩下がりの状況からは脱し

つつある．このような状況下で生じた運転者不足問題

は，ようやく好転してきた地域公共交通の活性化・再

生への足かせとなることが懸念されている． 

地域公共交通については，維持・運営手法を検討し

た既往研究は数多いが，運転者不足問題による制約と

その解消を扱った研究は，未だ見られない．しかしな

がら，全国の過疎地域の多くは今後数年の間に運転者

不足に直面すると予想され，検討は急を要す． 

そこで本研究では，運転者不足という制約下での地

域公共交通の再編可能性を，需要予測とバス運転者の

配置計画を見直し，検討する．そして，この検討を先

行事例として，今後全国で相次ぐと予想されるバス運

転者不足問題への対応を提案することを目的とする． 

 

2. 研究対象地域 

本研究は，岐阜県加茂郡白川町及び東白川村を対象

とする．白川町は人口約 8,700 人，面積 237.89km2で，

東白川村は人口約 2,400人，面積は 87.11km2である．

近年は，両町村とも県下有数の人口減少率となってい

る．この地域では濃飛乗合自動車(株)美濃白川営業所が

町村と県の補助で路線バスを運営してきたが，運転者

が定員の半分に満たない深刻な運転者不足のため，

2016 年 4 月に実施された路線バスのダイヤ改正で，土

日祝日の全面運休や平日の減便が行われた．一部の地

区では高校生の通学時間帯の便が廃止され，高校生の

通学や高齢者の移動に大きな制約が生じている． 

 

3. 研究手法 

3.1 住民意識調査 

本研究ではまず，研究対象地域の住民の移動ニーズ

や公共交通に対する意識を把握するために，全世帯を

対象に，アンケートによる住民意識調査を行った．そ

の概要を表-2 に示す． 

 

住民意識調査の結果の一部を(図-1，図-2)に示す．分

析は，単純集計のほか，対象地域を構成する 6つの主

要な地区ごとに結果を集計し，クロス集計と χ2検定に

より地区ごとの回答傾向の差異を分析した． 

表-1 運転手不足問題の現状 

濃飛乗合㈱
白川営業所

2016年度より運転者不足を理由に土日祝日の路線バス

が運休された。営業所内4路線のうち2路線では、平

日朝夕を間引く減便も併せて実施された。

いわくにバス㈱

運転者の不足が深刻なため、運転手が病気などで欠
勤すると正規のダイヤでバスを運行できなくなる。
運休の情報は、当日にtwitterなどSNSで告知されてい

る。

夕張鉄道㈱

2014年度に運転者不足を受けてダイヤ改正を実施。
しかし、改正時点での運転者数の見通しが不明で
あったので、ダイヤ改正の内容は改正実施の3日前に

公表された。

表-2 住民意識調査概要 

概要

配布数 3340通（白川町・東白川村全世帯）

回収数 3137通（回収率：94%）

配布回収
方法

自治会を通して配布・回収

調査内容 ・移動状況（目的地、頻度、時間帯、移動手段）

・公共交通に対する満足度、不満な点

・公共交通に対する意識と最低限求めるサービス

・将来の利用意向

・運転免許保有状況

・運転者として働く意向
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3.2 需要予測 

住民意識調査で得られた個人のOD を数え上げ，

対象地域のOD を把握し，それを基に需要予測を行

う．本研究では，加藤ら 3)が提案した周辺地区から地

域中心部への地方路線バスの需要予測式を，本研究

で使用できるように修正した式(1)を用いる． 

∆𝐷𝑖→𝑐 = 𝛼 ∙ 𝑃𝑖 ∙ 𝑓𝑖
𝛽
     (1) 

ここで，ΔDi→c：地区 i の中心部 cへの移動需要 

    Pi：地区 i の勢圏人口(人) 

     fi ：運行頻度(本) 

    α：移動需要を表すパラメータ 

    β：定数(一般に 0<β<1) 

 

自家用車を利用できる人と，自分では利用できない

高校生や高齢者では利用可能性が異なる．そのため，

推計したOD を属性別に「高校生」「18歳～69 歳」「70

歳以上」に分類し，分類ごとにパラメータの値を乗じ

て，需要予測を行う． 

パラメータのうちαは，「高校生」については現状の

路線バス利用状況を基に推定する．「18～69 歳」「70歳

以上」については，住民意識調査の「自家用車の利用

をやめられますか？」という問の回答(図-1)の，「困難

なくできる」「時々だったらできる」の回答者のうち，

現在OD において公共交通だけで自宅と目的地の往復

が可能な人数と，運転免許非保有者，移動制約者数を

基に推定する．なお，高齢化が進む研究対象地域では

ヒアリングの結果，60代の自動車の利用意向はそれ以

下の世代とほぼ同じだったので，本研究では 70歳以上

を高齢者として扱う． 

βは，平野ら 4)によって推定されたバス待ち時間に対

する抵抗の推定結果を利用する． 

また，この地域では次年度以降運賃体系の変更を予

定している．この運賃体系の変更は，パラメータの変

化によって表現する． 

 

3.3 バス運転者の確保と公共交通再編成 

住民意識調査において「地域の公共交通の運転手と

して働きたいか？」と尋ねたところ，「ボランティアと

して働きたい」という回答が多く見られた．また，数

は少ないものの「正規職員として働きたい」という回

答も見られた(図-2)．そこで，対象地域内からバス運転

者を確保できるか否かを，地域住民へのヒアリング等

によって明らかにする．そして，確保可能なバス運転

者数と需要予測結果を基に，土日祝日の運行も可能と

なるようなバス運転者の配置計画と，それに基づく地

域公共交通の再編成を検討する． 

再編成の方向性としては，例えば現在運行している

バス路線のうち，需要が少ないと予想された路線は毎

日運行のデマンド型乗合タクシーなどに移行し，需要

の多い路線のみを路線バスとして存続して，現在のバ

ス運転者数で土日祝日の運行を再開するなどの運転者

数に応じた再編案を検討する． 

以上のように住民意識調査と需要予測の結果に基づ

いて，バス運転者不足という制約下であっても毎日利

用可能な公共交通体系を提案する．その具体案につい

ては，発表会当日に示す． 
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図-1 自家用車利用意向 
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図-2白川地域の公共交通の運転手として働く意向 
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